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選挙権の年齢を現在の 20 歳以上から 18 歳以上に引き下げる改正公職選挙法が 2015 年 6 月

17 日、参院本会議において全会⼀致で可決、成⽴した。2016 年夏の参院選から適用され、18、

19 歳の約 240 万人（全有権者の 2%）が新たに有権者となる。選挙権年齢が変更されるのは、

25 歳以上から 20 歳以上に引き下げた 1945 年以来 70 年ぶりだ。 

 

 選挙権年齢を引き下げたのはなぜ 
日本は少子高齢化、人口減少社会を迎えており、国は日本の未来を担う存在である 10 代の

若者たちにも、政治に参画してもらいたいと考えている。また、より早く選挙権を持つことで、

社会の担い⼿であるという意識を若いうちから持たせ、主体的に政治に関わる若者を増やした

い想いもある。若者が政治に参画することで、年⾦など世代間の不公平や将来の負担増などに

ついて、若者の多様な意⾒が政治に反映されることを期待している。 

 

 世界の選挙権 
海外の選挙権年齢はどのようになっているのか。すでに海外では「18 歳以上」が主流だ。

国⽴国会図書館の調査（平成 26 年）では世界 191 の国・地域のうち，9 割以上が選挙権年齢

を「18 歳以上」と定めている。例えば、⽶国、英国、フランス、ドイツ、イタリアといった

先進国でも 18 歳以上となっている。選挙権年齢は、ヨーロッパの国々を中⼼に更に引き下げ

る動きが活発化しており、オーストリアではすでに 16 歳への引下げを実施している。また、

ドイツ、ノルウェーなどでは、特定の州や市町村で 16 歳への引き下げが実施されている。 

各国の選挙権年齢（抜粋） 

25 歳 アラブ⾸⻑国連邦 

21 歳 シンガポール・マレーシアなど 

20 歳 日本（2016 年から引き下げ）・台湾・カメルーンなど 

18 歳 ⽶国・英国・フランス・ドイツ・イタリア・ロシアなど 

16 歳 オーストラリア・ブラジル・アルゼンチンなど 
（出典︓総務省） 
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